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Ⅰ 調査の目的 

平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災では、強い揺れや大きな津波に

よって多くの方々の尊い命が失われなど、甚大な被害が生じました。 

三重県においても、南海トラフ沿いで発生する大規模な地震によって大きな

被害が想定されることから、東日本大震災の教訓を踏まえ、これまで取り組ん

できた様々な防災対策の検証・見直しを行っているところです。 

地域防災力の向上に重要な役割を担う自主防災組織についても、活動の実態

とその問題点を把握することで、今後の地域防災力の向上に役立てていくこと

を目的に、より効果的な事業を実施するため、県内の全自主防災組織を対象に

調査を行いました。 

 

 

Ⅱ 調査の内容 

 三重県内の全自主防災組織に対し、郵送もしくは市町を通じて、各自主防災

組織の代表者あてに調査票を送付する方法により実施し、前回調査の回収率を

上回る 70％の組織から回答を得ました。 

○ 調査対象：3,616組織【前回調査 3,669組織】 

○ 回 収 率：70％（2,524組織／3,616組織）【前回調査 64％】 

○ 調査時期：平成 25年５月～７月※ 

○ 調査項目：「名称・活動地区」「組織構成」「活動状況」「資機材」「その他」 

 など、全 17問を設定 

 

※ アンケートの回答期限は６月 28日（金）までであったが、自主防災組

織の最新の名簿作成時期に合わせるため、松阪市分のアンケートについ

ては、回答期限を７月５日（金）とした。 

 

自主防災組織の代表者へ実際に送付したアンケート調査票を次頁以降に示す。 
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アンケート調査票 
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Ⅲ 市町別調査票回収状況 

 回答数は、前回調査の 2,363 組織（64％）を上回る 2,524 組織（70％）から

回答があった。市町別の調査票回収状況を表 1 に示す。前回調査の回収率を上

回ったのは 20市町、下回ったのは８市町、同率は１市町であった。 

表１ 市町別調査票回収状況表 平成２５年７月１２日現在

自治会数 自主防災組織数

1 桑名市 685 289 289 210 73%

2 いなべ市 120 61 61 44 72%

3 木曽岬町 40 16 16 9 56%

4 東員町 23 23 23 16 70%

5 四日市市 714 680 680 430 63%

6 菰野町 39 36 36 28 78%

7 朝日町 9 9 9 8 89%

8 川越町 10 10 10 6 60%

9 鈴鹿市 398 292 292 227 78%

10 亀山市 181 151 151 112 74%

津 11 津市 1007 680 680 468 69%

12 松阪市 442 300 300 209 70%

13 多気町 49 41 41 36 88%

14 明和町 98 61 61 43 70%
全ての自治会（94団体）に調査票を配布したため、回答数

は67となったが、自主防災組織名に記述があった回答の

み有効とする。

15 大台町 47 47 47 37 79%

16 伊勢市 173 125 122 90 74%
自主防災組織としては125であるが、実態があるのは122

のため、配布数は122。

17 鳥羽市 47 45 45 33 73%

18 志摩市 49 42 42 25 60%

19 玉城町 68 20 20 12 60%

20 南伊勢町 38 37 37 24 65%

21 大紀町 87 34 25 16 64% 実送付数は25でよいとの連絡が町からあり。

22 度会町 36 36 36 27 75%

23 伊賀市 277 308 290 229 79%
小田地区は19の自主防災会がひとつにまとまって活動し

ているため、送付は１部でよいとの連絡が伊賀市民セン

ターからあり。

24 名張市 15 15 15 12 80%

25 尾鷲市 91 78 78 44 56%

26 紀北町 111 46 46 38 83%

27 熊野市 114 66 66 41 62%

28 御浜町 20 62 62 20 32%

29 紀宝町 14 36 36 26 72%

― ― ― 4 ― 桑名2+四日市1+伊賀1

5,002 3,646 3,616 2,524 70%

伊
賀

市町把握数（H25.4.1）

市町名 回収率地区 № 実送付数 回収数

不明

合計

備考

紀
南
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四
日
市

鈴
鹿

松
阪

南
勢
伊
勢

紀
北
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Ⅳ 調査結果概要 

 Ⅳ－１ 県全体集計結果 

  ○自主防災組織の構成 

    「自治会やマンションの管理組合と同じ組織」（52％）、「自治会やマン

ションの中に、独自の自主防災活動部門がある」（19％）、「学校区などで

いくつかの自治会等が集合して自主防災組織を作っている」（13％）のい

ずれかと回答した方が、合わせて 84％となっており、自治会との関連性

が強いことがわかります。 

  ○自主防災組織代表者の選出方法・任期 

    選出方法は、「自治会の役員が、自主防災の代表者を兼任する」が 83％

と最も多く、また、任期は、「１年以上２年未満」または「２年以上３年

未満」と答えた方が 73％となっています。 

  ○自主防災組織の活動状況 

    「とても活発に活動している」が８％、「一応の活動はしている」が 64％、

「ほとんど活動していない」が 26％となっています。 

  ○訓練内容・訓練頻度 

    実施している訓練は、「消火・放水訓練」、「避難訓練」、「応急救護訓練」

の順に多く、比較的取り組みやすい訓練が上位となっています。 

    一方、「夜間訓練」、「介護が必要な人の介助訓練」、「図上訓練」など、

やや高度な内容の訓練を実施している組織も若干ですが存在しています。 

    また、訓練の頻度については、「1年に１回」との回答が最も多く、少

なくとも１年に１回以上の訓練を行っているのは、全体の 80％との結果

となっています。 

  ○防災訓練以外の活動 

    「地域での研修会の参加」が最も多く、次いで「災害時要援護者台帳

等の作成」、「防災マップの作成」の順に多い結果となっています。 

  ○地域住民の参加状況 

    「主に役員のみ」（15％）または「役員と一部の住民」（47％）と回答

した方は全体の 62％にのぼります。一方、「ほとんどの住民が参加してい

る」と回答したのは 15％、「半分程度」と回答した方と合わせても 33％

に留まっています。 

  ○今後取り組みたい防災訓練以外の活動 

    今後取り組んでみたい防災訓練以外の活動については、「避難マニュア

ルの作成」、「家具の耐震化、家具固定、火災報知器設置の促進・指導」、

「地域での研修会の参加」の順に多い結果となっています。 

  ○不足している防災資機材 

    「避難生活用（炊き出し鍋、非常用発電機等）」との回答が最も多く、

次いで「情報伝達用（簡易無線等）」、「救護用（担架、救急セット等）」

の順に多い結果となっています。 
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  ○防災資機材の操作 

    「役員など、一部の住民が利用できる」と回答した方が全体の 80％を

占め、「ほぼすべての住民が利用できる」と回答したのはわずか８％とい

う結果となっています。 

  ○他団体等との連携 

    「自治会」と回答した方が最も多く、一方で、「交流・連携している組

織はない」、「他の自主防災組織」の順に多い結果となっています。 

 

 県全体の集計結果のグラフを次頁以降に示す。 
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【問７】あなたの自主防災組織は、地域にある他の団体や組織と交流や連携することはありますか？（いくつでも○）

他団体等との連携 （N=3,110）

431

89

611

1,136

615

228

0 200 400 600 800 1,000 1,200

学校

事務所

他の自主防災組織

自治会（町内会）

交流・連携している組織はない

その他
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Ⅳ－２ 前回調査との比較 

 ○自主防災組織の構成、代表者の選出方法 

   前回との差異はほとんど見受けられない。 

 ○自主防災組織の代表者の任期 

   「１年以上２年未満」と回答した方が、前回調査においては 21％であ

ったが、平成 25年度は 58％と大幅に増加しており、反対に「２年以上３

年未満」の回答が大幅に減少しています。一方で、「３年以上」との回答

が微増という結果となっています。 

 ○自主防災組織の活動状況 

   「とても活発に活動している」との回答が 143組織から 194組織へと、

組織数は依然少ないものの増加しています。 

 ○訓練内容 

   「避難訓練」を行っている組織が 1,071組織から 1,295組織に、「図上

訓練」を行っている組織が 218組織から 287組織に増加しています。 

 ○訓練頻度 

    「１年に２回以上」訓練を行っている組織が 598組織から 627組織に、

「１年に１回」訓練を行っている組織が 1,038組織から 1,408組織に増

加しています。少なくとも年に１回以上訓練を行っている組織は 69％か

ら 80％に大幅に増加しています。 

  ○訓練実施主体 

    前回調査との差異はほとんど見受けられない。 

  ○防災訓練以外の活動 

    前回調査との差異はほとんど見受けられない。 

  ○地域住民の参加状況 

    「半分程度」、「ほとんどの住民が参加している」と回答した組織がと

もに、若干ながら増加しています。 

  ○不足している防災資機材 

    前回調査との差異はほとんど見受けられない。 

  ○防災資機材の操作 

    前回調査との差異はほとんど見受けられない。 

  ○他団体等との連携 

    交流や連携をしていない組織数は減少しており、他団体等との交流や

連携をしている組織が増加しています。特に学校と交流や連携をしてい

る組織が増加しています。 

 

 前回調査との比較を行ったグラフを次頁以降に示す。 
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【問２】自主防災組織についてお聞きします。

【問３】あなたの自主防災組織は、現在、どのような状況だと思いますか？（ひとつだけ○）

２－３．あなたの自主防災組織における、代表者の任期をお答えください。（ひとつだけ○）

２－２．あなたの自主防災組織における、代表者の選出方法をお答えください。（ひとつだけ○）

２－１．あなたの自主防災組織は、どのような組織で構成されていますか？（ひとつだけ○）

自主防災組織の構成

150

129

1,307

1 180

482

454

339

351

201

199

45

49

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成25年度

平成23年度

自治会（町内会）とは全く異なる別組織

自治会（町内会）やマンションの管理組合
と同じ組織

自治会（町内会）やマンション等の中に、独
自の自主防災活動部門がある

学校区などでいくつかの自治会（町内会）
等が集合して自主防災組織を作っている

その他

無回答

代表者の選出方法

2,092

1,923

312

311

79

88

41

40

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成25年度

平成23年度

自治会（町内会）の役員（会長等）が、
自主防災の代表者を兼任する

自治会（町内会）の役員とは別の人を、
自主防災の代表者として選任する

その他

無回答

代表者の任期

1,442

500

385

893

257

151

405

148

35

670

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成25年度

平成23年度

１年以上２年未満

２年以上３年未満

３年以上

その他

無回答

自主防災組織の活動状況

194

143

1 625

1,453

647

697

24

35

34

34

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成25年度

平成23年度

とても活発に活動している

一応の活動はしている

ほとんど活動していない

その他

無回答
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（２）訓練の頻度をお答えください。（ひとつだけ○）

【問４】あなたの自主防災組織の活動状況についてお聞きします。
４－１．あなたの自主防災組織では、具体的にどのような訓練を行っていますか。
（１）行っている訓練の内容をお答えください。（いくつでも○）

（３）その訓練（避難訓練を含む）は、どのように実施していますか？（いくつでも○）

訓練の実施頻度

627

598

1,408

1,038

173

129

166

55

150

542

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成25年度

平成23年度

１年に２回以上

１年に１回

２～３年に１回

その他

無回答

訓練内容

1,071

218

391

62

1,659

462

882

653

417

170

256

300

1,295

287

369

59

1,638

482

855

698

443

175

269

282

0 200 400 600 800 1,000 1,200 1,400 1,600 1,800

避難訓練

図上訓練

避難所開設・運営訓練

夜間訓練

消火・放水訓練

救出・救助訓練

応急救護訓練

炊き出し訓練

連絡網を使用した情報伝達訓練

介護が必要な人の介助訓練

行っていない

その他

平成23年度

平成25年度

訓練実施主体

896

444

863

958

166

1,016

481

912

1,038

132

0 200 400 600 800 1000 1200

市や町が実施する防災訓練に参加

市や町が実施する防災訓練にあわせて、自主防災組織協議会で実施する防災訓練に参加

連合自治会や連合自主防災組織協議会で実施する防災訓練に参加

自主防災組織独自で訓練を実施

その他
平成23年度

平成25年度
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※ 平成23年度調査において、回答の選択肢に「行っていない」の項目なし。

※1、※2 平成23年度調査において、回答の選択肢に「避難用（懐中電灯、ヘルメット等）」及び「足りている」の項目なし。

�

４－３．防災訓練と防災訓練以外の活動について、地域住民の参加状況はいかがですか？（ひとつだけ○）

５－１．あなたの自主防災組織が保有している防災資機材で、不足していると思うものはありますか？（いくつでも○）
【問５】防災資機材についてお聞きします。

４－２．次のような防災訓練以外の活動を行ったことがありますか？（いくつでも○）

地域住民の参加状況

390

388

1,154

1 174

459

403

385

316

136

119

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成25年度

平成23年度

主に役員のみ

役員と一部の住民

半分程度

ほとんどの住民が参加して
いる

無回答

防災訓練以外の活動について

581

335

309

858

1017

366

521

158

659

371

261

867

1,138

405

509

537

165

0 200 400 600 800 1000 1200

防災マップの作成

避難マニュアルの作成

避難所運営マニュアルの作成

災害時要援護者台帳等の作成

地域での研修会の参加

防災に関する広報紙の作成・配布

家屋の耐震化、家具固定、火災報知の促進・指導

行っていない※

その他

平成23年度

平成25年度

不足している防災資機材

1,149

744

754

874

1,085

773

340

1,039

653

639

853

664

1,064

704

263

329

0 200 400 600 800 1,000 1,200 1,400

情報伝達用（簡易無線等）

初期消火用（消火器、ﾊﾞｹﾂ等）

救助用（ﾊﾞｰﾙ、ｼﾞｬｯｷ等）

救護用（担架、救急ｾｯﾄ等）

避難用（懐中電灯、ﾍﾙﾒｯﾄ等）※1

避難生活用（炊き出し鍋、非常用発電機等）

防災倉庫

足りている※2

その他

平成23年度

平成25年度
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【問７】あなたの自主防災組織は、地域にある他の団体や組織と交流や連携することはありますか。（いくつでも○）

５－２．発災時に、防災資機材を正しく利用できると思いますか？（ひとつだけ○）

防災資機材の操作について

192

193

2 028

1,900

239

182

65

87

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成25年度

平成23年度

ほぼすべての住民が利用
できる

役員など、一部の住民が
利用できる

利用できない、操作できな
い

無回答

他団体等との連携

302

65

538

1 049

675

310

431

89

611

1,136

615

228

0 200 400 600 800 1,000 1,200

学校

事務所

他の自主防災組織

自治会（町内会）

交流・連携している組織はない

その他

平成23年度

平成25年度

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


